
一般財団法人愛知県建築住宅センター

耐震評定業務手数料規程

（趣 旨）

第１条 本規程は、一般財団法人愛知県建築住宅センター（以下「建築住宅センター」という。）

が定めた耐震評定業務規程（以下「業務規程」という。）第 19条に基づき、建築住宅センター
が実施する耐震評定業務に係る手数料に関し、必要な事項を定める。

（手数料）

第２条 建築住宅センターは、業務規程第10条第1項に基づいて評定の申請を引き受けたときは、
申請に係る建築物、建築物の部分及び工作物（以下「建築物等」という。）の延べ面積に応じて、

申請一件につき、次に掲げる手数料の額とする。

（税込）単位：円

建築物の延べ面積 耐震改修計画評定 耐震診断判定 耐震診断判定及び

補強計画

500㎡以下 308,000 
（税抜 280,000）

253,000 
（税抜 230,000）

275,000 
（税抜 250,000）

500㎡を超え 2,000㎡以下 363,000 
（税抜 330,000）

297,000 
（税抜 270,000）

330,000 
（税抜 300,000）

2,000㎡を超え 5,000㎡以下 429,000 
（税抜 390,000）

352,000 
（税抜 320,000）

385,000 
（税抜 350,000）

5,000㎡を超え 10,000㎡以下 715,000 
（税抜 650,000）

572,000 
（税抜 520,000）

616,000 
（税抜 560,000）

10,000㎡を超えるもの 別途見積り 別途見積り 別途見積り

２ 特殊な構造及び不整形等、難易度が高い場合は、前項に掲げる税抜き手数料の 20％に相当す
る額を加算し消費税(10％)を加えた額とする。
３ 建築住宅センターは、申請者が次のいずれかに該当する複数の建築物等を同時に申請する場

合、第 1項及び第 2項に基づき算出した税抜き手数料から 10％に相当する額を減額し消費税
(10％)を加えた額とする。
（１） 同一の申請者から 10件以上の申請があること。
（２） 同一の設計事務所から 5件以上の申請があること。

４ 再部会が必要と成った場合は、再部会費用として１回当たり 110,000円(税込)を追加する。
５ 評定書が発行された後に行う計画の変更に伴う変更申請の手数料は、変更内容により別途見

積りとする。

６ 手数料において、センターの理事長が認める場合は上記の手数料とは別の額とすることがで

きる。



（納入方法）

第３条 申請者は、第２条に係る手数料を指定期日までに建築住宅センターの指定する金融機関

へ振り込みにより納入する。

２ 前項の振り込みに要する費用は、申請者の負担とする。

（附 則）

１ この規程は、平成２６年４月１日から施行する。

２ この規程は、平成３０年１１月１日から施行する。

３ この規程は、平成３１年４月１日から施行する。

４ この規程は、令和３年３月１日から施行する。

５ この規程は、令和４年４月１日から施行する。

６ この規程は、令和７年１０月１日から施行する。


